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《要約》

　今日，公的機関，経済団体，民間シンクタンク等により多数の景況調査が行われている．

本稿は，我が国および愛媛において実施されている景況調査の内容を整理したものである．

愛媛県内中小企業の景気動向を捉えることが筆者の最大の関心事であるため，これに関連

のある景況調査を中心に，また，企業に対するアンケート調査から直接DIを求めるタイプ

の景況調査を中心に33の調査を取り上げている．

1．はじめに

愛媛大学総合地域政策研究会では，2003年6月

より愛媛県中小企業家同友会と共同で景況調査

（通称EDOR）を始めた’．中小企業を対象とする

景況調査としては，中小企業家同友会全国協議会

が全国規模で実施一している景況調査（通称DOR）

カ…知られるが，我々は，ED0RをDORの愛媛県

版に相当するものに育てていこうと考えている宮．

DORの地域版は，すでにいくつかの地域で始

められており，その数も増えてきている．四国を

見ると，高知では，回答企業数が約30社と少ない

ものの，EDORと同程度の調査項目数で四半期ご

とに実施されており，また，．香川でも，やや多め

の調査項目数で年2回の周期で実施されている．

愛媛は，四国で3番目になるわけだが，取り組む

主体が地域の経済団体と大学，それに自治体が絡

むという，統計調査の実施形態から見て全国的に

もめずらしい形であることから，地域における貴

重な試みとして各方面から注目されているヨ．

　さて，我々は，景況調査ED0Rを今後継続し

て実施し，その調査結果をもとに愛媛県内中小企

業の景況を判断していくことを予定している．そ

して，それにはすでに実施されている他の景況調

査との比較を行うことが有効であり，かつ不可欠

である．さらに場合によっては，EDORに改良を

加えていくこξも考え一られる1

　本稿は，こうした作業のために既存の景況調査

の概要を整理したものである．愛媛県内中小企業

の景気動向を捉えることが我々の最大の関心事で

あるため，取り上げる範囲を，これに関連のある

景況調査を中心に，また，ED0Rのように企業に

対するアンケート調査から直接DIを求めるタイ

プの景況調査を中心に調べた一．本稿は，愛媛に

おける景況調査の研究を進めていく上での，基礎

資料として位置づけられよう、

1愛媛大学総合地域政策研究会は，法文学部のスタッ
フで構成される研究会で，社会科学系の学部が抱え
る人的資源を活用し地域貢献をしていくために1999
年に発足した．

2　中小企業家同友会全国協議会は，全国都道府県の
中小企業家同友会による協議体で，1969年に結成さ
れた．DOR（Do皿ai　Researohの略）は，1990年4
月より実施されている．

3　ED0Rは，松山市との共同研究（研究題目．『中小

企業活性化対策事業』，2003年度，研究代表者：松本

朝）の一環でもある、

4　今回調査対象としていない景気を捉える統計とし

ては，景気動向指数，国民所得統計，物価統計，生

産関連統計等がある．
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2．景況調査の概要

　以下に，各景況調査の概要を列挙していく．掲

載の順は，公的機関によるものから民間機関によ

るもの，さらに，関連する機関によるものであれ

ば，全国的な・機関によるものから地域の機関によ

るものとしている．各調査について，『調査名称』

実施機関，掲載ホームページのURエ，①調査周

期（調査時点），②調査対象（数，規模），③調査

方法，④分析方法，⑤季節調整，⑥業種分類，⑦

地域の各事項を示す．

　まず，表！では，本稿で取り上げた33の景況調

査を一覧表にしている5．各調査について，一般

の利用者が中小企業について，また愛媛あるいは

四国という地域について調べることができるかど

うかを○×で示し，さらに調査周期を示す．

（1）『全国企業短期経済観測調査』（『（全国）短観』）

日本銀行調査統計局（『名称』実施機関）岳

http：〃www．boj．orjp／stat／staしfhtm

　①調査周期（時点）1四半期（3，6，9，12月）

　②調査対象（数，規模）：約1万社，回答8，204

　社（うち大企業1，365，中堅企業2，6ユ2，中小企

　業4，227）（2003年12月）（対象とする企業規模

　については表2を参照）

　③調査方法：郵送による自計記入

　④分析方法：DIによる分析ほかτ

　⑤季節調整：なし

　⑥業種分類：製造業（19），非製造業（10）

　⑦地域：全国を9ブロックに区分（北海道，東

　北，関東，中部，北陸，近畿，中国，四国，九

　州・沖縄）

5　筆者が運営するホームページ『統書十リンク集」

　h岬＝〃。pmseπ．opm．ehime－u．acjp／satoパinMmarket．htmI

　に各景況調査へのリンクを掲載している．

6　日本銀行調査統計局『短観・（○年○月調査全容）

全国企業短期経済観測調査結果」（ときわ総合サービ

　ス株式会社発行）でも公表される．

τ　このDIは，EDORのDIと同じ．

（2）『全国企業短期経済観測調査（愛媛県内分）』

　（『（支店）短観』）一日本銀行松山支店昌’筥

　htΦ：〃www3－boj－orjp／matsuyam〃index1html

　①調査周期（時点）：四半期

　②調査対象（数，規模）：160社，回答ユ55社（2

　003年12月）

　③調査方法：郵送による自計記入

　④分析方法：DIによる分析ほか

　⑤季節調整：一

　⑥業種分類：2業種（製造業，非製造業）

　⑦地域：愛媛県

8　この調査は，ホームページにのみ公表される．愛
媛県内では重視される景況調査であるが，調査対象

　については，全国短観から推測するほかない．回答

企業の業種別内訳は製造業・非製造業のみで，規模

別内訳はない．支店短観の調査要領を公表すべきで
　あろう．

9　r全国短観』とr支店短観」の相違点，および「全
国短観」の地域ブロックごとの公表値を利用する際

の注意点について，日銀は次のように述べている．

やや長いが，重要な点であるので引用する．

　「「全国短観」と「支店短観」の違いは，主に以下

の2点です．これは，「全国短観」の標本設計（調査

先企業の選定）においては，全国べ一スの業種・規

模のみを基準としており，地域（支店）の産業構造

を正確に反映した設計を行っていないこと等による
　ものです．

　（1）「支店短観」の調査先企業には，それぞれの地

域の経済動向をできるだけ反映させる観点から，「全

国短観」が集計対象としていない先（「大手企業の出

先事業所」など）が一部含まれていること．

　（2）集計に当たっては，「全国短観」の計数項目が母

集団推計値を算出している一方，「支店短観」の計数

項目は単純集計値を算出していること．

　従って，「支店短観」をご利用頂く際には，上言己の

ような「全国短観」との違いをご理解頂いた上で・
当該地域の経済動向を把握するための一つの参考材

料としてご覧頂ければと思います．また，同様の理

由から，各支店が公表するDIや計数の水準同士を比

較することが適当でない点にもご留意願います．
　なお，本店でも，「全国短観」において，「地域別

動向」（「北海道」，「関東」など9地域の集計値）を

公表していますが，これらは，全国べ一ろでの標本

設計を通じて抽出された調査先企業の回答を，地域

別に集言十し直したものに過ぎないため，統計学的に

地域の動向を正確に表わす標本設計とはなっていま

せん．従って，地域の経済動向を知る上では，あく

まで一つの「参考計数」としてご利用し」て頂きたい
と思います．なお，本店では，次回の短観見直し（2

003度中を予定）を機に，取り止める方針です（支店

における集計値は引き続き公表します）」（『短観

（企業短期経済観測調査）」のFAQ1－6より，h卵1〃榊

w．boj．orj1〕／staσexp伯qtk．htm＃0106）．
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表1景況調査一覧
　　　　　　　　　　　（O：利用可、△1一部利用可、x：利用不可）

『調査名称』一実施機関 中小企業 愛媛 四国フロック 調査周期

1『全国企業短期経済観測調査」（『（全国）短観』）日本銀行調査統計局 ○ × 畿萎離 四半期

2『全国企業短期経済観測調査（愛媛県内分）』（『（支店）短観』）日本銀行松山支店 × O × 四半期

3『財務省景気予測調査』財務省財務総合政策研究所 O X × 四半期

4『財務省景気予測調査結果　四国地方の概要』財務省四国財務局 ○ X ○ 四半期

5『財務省景気予測調査結果　愛媛県の概要』財務省四国財務局松山事務所 ○ O X 四半期

6『法人企業動向調査』内閣府経済社会総合研究所 × × × 四半期

7『景気ウオッチャー調査』内閣府 × × ○ 月

8『地域経済動向』内閣府 × × ○ 四半期

g『中小企業景況調査』中小企業庁・中小企業総合事業団 O × O 四半期

10『四国地域中小企業景況調査』四国経済産業局（2003年5月公表分で終了） O ○ ○ 四半期

11『個人企業経済調査」総務省統計局 △一
一×

△ 四半期

12r景況感調査」日本政策投資銀行 X × O一 半期

13『中小企業動向調査』中小企業金融公庫調査部 O X ○ 四半期

1パ中小企業景況調査』中小企業金融公庫調査部 O × × 月

15『全国小企業動向調査』国民生活金融公庫総合研究所 ○ 父 O 四半期

16『全国小企業月次動向調査』国民生活金融公庫総合研究所 O X × 月

1河中小企業月次景況観測」商工中金調査部 O × X 月

18『中小企業の地域別景況』商工中金調査部 ○ X O 半年

19『全国中小企業景気動向調査』信金中央金庫総合研究所 ○ × ○ 四半期

20『LOBO早期景気観測』日本商工会議所 O × ○ 月

21『松山市管内景況調査』松山商工会議所 △ △ × 四半期

22『中小企業景況調査』全国商工会連合会 O × × 四半期

23『中小企業景況調査（えひめ版）」愛媛県商工会連合会 O O × 四半期

2灯小規模企業景気動向調査』全国商工会連合会 ○ × X 月

25『中小企業月次景況調査』全国中小企業団体中央会 ○ × X 月

26『愛媛県中小企業団体情報連絡員（情報連絡一覧票）』愛媛県中小企業団体中央会 ○ O × 月

27『中小企業労働事情実態調査報告書』愛媛県中小企業団体中央会 O O × 年

28『同友会景況調査DOR』中小企業家同友会全国協議会 ○ × △ 四半期

29『愛媛大学・愛媛県中小企業家同友会景況調査抽DOR』愛媛大学・愛媛県中小企業家同友会 O ○ × 四半期

30『景気定点観測アンケート調査』経済同友会 × X × 四半期

31『TDB景気動向調査』帝国データバンク産業調査部 」O × O 月

32『愛媛県内企業業況見通し調査』。いよぎん地域経済研究センター × ○ × 半年

33『愛媛県内企業動向調査』愛媛銀行 × O × 半年
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表2　各景況調査が対象とする企業規模

日銀r短観』

一大企業

中堅企業

中小企業

電気機械、自動車　　　卸売 小売、サービス、リース その他業種

1，OOO人以上　　1，OOO人以上

300－999人　　100－999人

50－299人　　　20－99人

1，000人以上

50－g99人

20－49人

1，O00人以上

3CO－999人

50－299人

財務省『景気予測調査』

大企業
申堅企業

中小企業

資本金

　　10億円以上
1億円以上10億円未満

1千万円以上1億円未満

中小企業庁・中小企業総合事業団『中小企業景況調査』

小規模・中規模

製造業 建設業 卸売業　　　　小売業 サービス業

（資本金）　　　3億円以下

（従業員）　　　300人以下

3億円以下

300人以下

1億円以下　　5千万円以下

100人以下　　　50人以下

5千万円以下

100人以下

（備考）　日本銀行『短観（2003年3月調査全容）』p．8，http：〃w㎜。mofgojψos／lcO03邸d軸．1，
h噸：〃w岬．chusho．meti．gojp／chousa化ei吋g／94keikyou／g4k荻uJoya㎞一pdtp．L『短観』と『中小企業景況調査』の従業員数

は常用雇用者数

（3）『財務省景気予測調査』財務省財務総合政策研　　　　年11月）

　究肝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③調査方法：郵送による自書十記入，．一部につい．

h噸：〃ww．mo£9ojpん。s／！c003．htm

①調査周期（時点）：四半期（2，5，8，11月）

②調査対象（数，規模）：11，393社，回答9，227

社（大企業4，176，中堅企業2，029，中小企業

3，022）（2003年11月）l1

③調査方法：郵送による自計記入

④分析方法：BSIによる分析ほか’皇

⑤季節調整：センサス局法II－X－！！

⑥業種分類：30業種（製造業18，非製造業12）

⑦地域：区分なし

（4〕『財務省景気予測調査結果　四国地方の概要』

　財務省四国財務局

　h杭p：〃www．mo亡siko㎞．9ojp／

　①調査周期（時点）：四半期（2，5，8，11月）

　②調査対象（数，規模）：397社，回答379社

　（大企業83，中堅企業91，中小企業223）（2003

／o印刷物もある（財務省財務総合政策研究所調査統書十

　部『財務省景気予測調査」（非売品））．

ユ1　『財務省景気予測調査』では，企業規模に資本金額

　が使用される（表2参照）．

ユ2　このBSIは，EDORのDIと同じ．

ては聞き取り調査も実施

④分析方法：BSIによる分析ほか

⑤季節調整：センサス局法1I－X－11

⑥業種分類：30業種（製造業18，非製造業12）

⑦地域：県レベルの区分なし

（5）『財務省景気予測調査結果　愛媛県の概要』財

　務省四国財務局松山事務所1目

　hゆ1〃ww肌mof・sikoku．gojp／matsuyama／index．h触

　①調査周期（時点）：四半期（2，5，8，11月）

　②調査対象（数，規模）：愛媛県に所在する金

　融・保険業を除く資本金1千万円以上の法人企

　業124社，回答121社（大企業28，中堅企業25，一

　中小企業68）（2003年11月）

　③調査方法：郵送による自計記入，一20社につい

　ては聞き取り調査も実施

　④分析方法：BSIによる分析ほか一

　⑤季節調整：センサス局法I－X－11

　⑥業種分類：2業種（製造業，非製造業）

　⑦地域：愛媛県

ユ3　2001年より公表が始まる1
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｛6）『法人企業動向調査』内閣府経済社会総合研究所14

　b卵：〃www・esri・cao・9ojp佃／st”menu・htm1

①調査周期（時点）：四半期（3，6，9，12月）

②調査対象（数，規碑）：資本金1億円以上の

法人企業約37，600社から4，510社を対象，・有効回

答4，030社（2003年12月）ユ目

③調査方法：自計記入

④分析方法：BSIによ一る分析ほかI3

⑤季節調整：セシサス局法皿一X－11

⑥業種分類：28業種（製造業16業種，非製造業

12業種）

⑦地域：区分なし

17〕『景気ウオッチャー調査』内閣府

　bゆ：〃www5．cao－gojpルeizai3／gets山ei．html

①調査周期（時点）：毎月

②調査対象（数，規模）：r家計動向，企業動

向，雇用等，代表的な経済活動項目の動向を敏

感に反映する現象を観察できる業種の適当な職

種の中から選定した2，050人を調査客体とする」

　（2004年王月）工7

③調査方法：アンケート調査ユ3

④分析方法：DIによる分析蝸

⑤季節調整：一

14現在，内閣府「法人企業動向調査」と財務省「財

務省景気予測調査」を一元化し，新たにr法人企業

景気予測調査（仮称）」として2004年度から調査を開

始することが検討されている（h噸：〃ww．esri．cao．gojp

巧P／sta此。jin化。jin二kaitei．btml）．

15資本金・1億．円以上の愛媛県中小企業家同友会企業

は数社のみであり，規模の点で調査対象が異なる．

1筍　このBSIは，EDORのDIと同じ．

17四国の有効回答数は98人（2004年1月，hゆ：〃ww5．

cao．gojp／keizai3／2004／0209watoher／watcber1．pdCpp．2－3工

1畠調査票は，ホームページで公開されている（bゆ〃

wπw5．cao．gojp／keizai3／watcher／chous出yo．pdf）．また・

「内閣府が主管し，各調査対象地域に地域ごとの調査

を実施する「地域別調査機関」を1か所すっ設ける

　とともに，各地域別調査機関による地域ごとの調査

結果を集計・分析する「取りまとめ調査機関」を1

か所設け，これらの機関に本調査業務を委託して実

施」とある．四国の地域別調査機関は四国経済連合会

　（htΦ：〃www5．cao．gojp／keizai3／2004／0209watcher／

w・t・h・・1．Pd£P．3）．

1日このDIの算出方法は，．EDORのDIと異なる．

⑥業種分類：一

⑦地域：全国を11ブロックに区分（北海道，東

北，北関東，南関東，東海，北陸，近畿，中国，

四国，九州，沖縄）

（8）r地域経済動向』内閣府

http：〃㎜5。…．9・jp生・i・・i3／9・t・皿・i．htm1

　①調査周期（時点）：四半期（2，5，一8，11月）

　②調査対象（数，規模）：一

　③調査方法：一

　④分析方法：複数の機関による調査結果を利用

　し景気を判断

　⑤季節調整：一

　⑥業種分類：不特定

　⑦地域1全国を11ブロックに区分（北海道，東

　北，北関東，南関東，東海，北陸，近畿，中国，

　四国，九州，沖縄）．

19）『中小企業景況調査』中小企業庁・中小企業総

　合事業団別

　http：〃www－chusho．meti．gojp／，

　http：〃wwwjasm㏄。gojp／c）㎞dex．htm

　①調査周期（時点）：四半期（3，6，9，12月）・

　②調査対象（数，規模）：18，838社，有効回答1

　7，258社（2003年12月）

　③調査方法：聴き取り調査21

　④分析方法：DIによる分析朋

　⑤季節調整：X12－ARJMA（X11デフォルト）

　⑥業種分類：5業種（製造業，建設業，卸売業，

　小売業，サービス業）

　⑦地域：全国を8ブロックに区分（北海道，東

　北，関東，中部，近畿，中国，四国，九州）鴉

20　中小企業庁が中小企業総合事業団に補助金を支給

　し，さらに同事業団は他の組織へ業務委託し，調査

　が行われる（四国経済産業局担当者）．より詳細な調

　査結果は，中小企業庁・中小企業総合事業団『中小企

　楽景況調査報告書（第O回）』（非売品）に掲載さ一れる．

21　報告書には，「原則として，全国の商工会，商工会

　議所の経営指導員，及び中小企業団体中央会の情報連

　絡員が訪間面接し，聴き取りによって行った」とある．

22　このDIは，EDORのDIと同じ．
23　ホームページ公表分には地域区分はない．
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OO）『四国地域中小企業景況調査』四国経済産業局別

　http：〃w榊w．shiko㎞一meti－9ojp／

　①調査周期（時点）：四半期（3，6，9，12月）

　②調査対象（数，規模）：1，286社，回答1，ユ74社

　（2003年3月）

　③調査方法：聴き取り調査盟

　④分析方法：DIによる分析

　⑤季節調整：あり

　⑥業種分類：5業種（製造業，建設業，卸売業，

　小売業，サービス業）

　⑦地域：四国4県の区分あり

①調査周期（時点）：年2回（2，8月）

②調査対象（数，規模）：！6，507社，回答6，886

社（大企業2，558，中堅企業等4，909”，また，四

国地域からは275社）（2003年8月）

③調査方法：アンケート調査

④分析方法：DIによる分析蝸

⑤季節調整：一

⑥業種分類：2業種（製造業，非製造業）

⑦地域：全国を10ブロック十2に区分（北海道，

東北，北関東甲信，首都圏，東海，北陸，関西，

中国，四国，九州，十三大都市圏，地方圏）

⑪r個人企業経済調査』総務省統書十局

　http1〃w“〔π一stat．gojp／

　①調査周期（時点）：動向調査（四半期），構造

　調査（毎年3月）蝸

　②調査対象（数，規模）：全国の個人企業（約3

　13万事業所）から約3，700事業所を無作為抽出

　③調査方法：統計調査員が事業所に調査票を配

　存し，事業主が記入

　④分析方法：DIによる分析ほか

　⑤季節調整：なし

　⑥業種分類：4業種（製造業，卸売・小売業，

　飲食店・宿泊業，サービス業）ほか

　⑦地域：一

⑫『景況感調査』日本政策投資銀行

　ht‡p：〃ww．dbj．gojp／index．htm1

24　中小企業庁・中小企業総合事業団『中小企業景況

　調査』の四国ブロック集計値になる．この地域の調

　査報告は2003年3月の報告を最後に公表取り止めに

一なった．担当者は，理由として，景況調査が他にも

　あること，調査結果を受け取るだけで自由に分析が

　できないことを挙げた．

25　ホームページには，「原則として，四国地域の商工

　会，商工会議所の経営指導員，．及び中小企業団体中

　央会の情報連絡員が訪間面接し，聴き取りによって
　行った」とある（btΦ：〃㎜州．shikOku．meti．90jP／soshiki／

b5＿・h㎜・bo）4＿t舳・i欣・i吋。15－1“dD．

26　『個人企業経済調査』に『個人企業営業状況調査』

　が統合され，動向調査票による調査が2002年4月か

　ら，構造調査票による調査が同3月から実施されてい

　る　（h噸：〃榊．stat．gojp／dat荻。jiコke／mimoshi．htm）．

03）『中小企業動向調査』中小企業金融公庫調査部酔

　h草p：〃ww（vjfs－gojp／index－h廿n1

　①調査周期（時点）：四半期（3，6，9，12月末）

　②調査対象（数，規模）：公庫取引先11，343社，

　有効回答5，324社（2003年！2月）

　③調査方法：郵送による自計記入

　④分析方法：DIによる分析

　⑤季節調整：あり

　⑥業種分類：28業種（製造業18，非製造業10）

　⑦地域：全国を9ブロックに区分（北海道，東

　北，関東，北陸，東海，近畿，中国，四国，九

　州）

ω『中小企業景況調査』中小企業金融公庫調査部帥

　h革P：〃wv（πj危。9oJP／index．htm1

　①調査周期（時点）：毎月（中旬）

　②調査対象（数，規模）：公庫取引先900社（首

　都圏454，中京圏ユ40，近畿圏306），有効回答

　604社（2004年12月）

　③調査方法：郵送による自計記入

　④分析方法：DIによる分析

27　全国に加え各地域の景況感を把握することを目的

　としているが，対象規模に中小企業は含まれていない・

28　このDIは，EDORのDIと同じ．
29　中小企業金融公庫：全額政府出資の山小企業専門

　の政策金融機関、この調査は，印刷物でも公表される

一（r中小企業動向調査』およびr中小企業動向調査結果

　表』（共に非売品））．『中小企業動向調査結果表」には1

　9ブロックに区分された地域別のDIが公表される・

30　調査結果は，ホームページにのみ公表される．
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⑤季節調整：あり

⑥業種分類：一

⑦地域：特定地域のみ

⑥季節調整：センサス局法I－X－11

⑥業種分類：12業種分類

⑦地域：区分なし

⑮『全国小企業動向調査』一国民生活金融公庫総合

研究所3’

　b噸＝〃www．ko㎞kin，gojp／pfc体acho両．html

①調査周期（時点）：四半期（3，6，9，12月）

②調査対象（数，規模）：公庫取引先1q，617社，

有効回答6，264社（2003年12月）

　　　製造業，サービス業，建設業，運輸業

　　（従業者30人未満）32

　　　卸売業，小売業，飲食店（同10人未満）

③調査方法：郵送による自計記入

④分析方法：DIによる分析

⑤季節調整：なし

⑥業種分類：7業種，一部で60業種（製造業15，

サービス業14，建設業4，．運輸業1，卸売業5，

小売業19，飲食店2）

⑦地域：全国を9ブロックに区分（北海道，東

北，北関東・信越，東京・南関東，東海・北陸，

近畿，中国，四国，九州）

㈹『全国小企業月次動向調査』国民生活金融公庫

総合研究所用

　hゆ：〃www．kokukin．gojp／p均欣acho功一html

①調査周期（時点）：毎月（翌月上旬）

②調査対象（数，規模）：公庫取引先1，500社，

有効回答1，294社（2004年1月）

　　　製造業，サービス業，建設業，運輸業

　　（従業者30人未満）

　　　卸売業，小売業，飲食店（同10人未満）

③調査方法：支店の調査担当者による聴き取り

調査

④分析方法：DIによる分析

31国民生活金融公庫11999年10月に国民金融公庫と

環境衛生金融公庫の業務を引き継いで発足した政府

系金融機関．

32　この従業員数は，経営者と正社員のみ．

鴉　『国民生活金融公庫レポート」の中では，調査結

果以外に，「マンスリー景況天気図」が公表される．

07）『中小企業月次景況観測』商工中金調査部34

　h革P1〃www．shokochukin－9ojp／index－htm1

　①調査周期（時点）：毎月

　②調査対象（数，規模）：商工中金取引先800

　社（2004年1月）

　③調査方法：調査票によるアンケート調査

　④分析方法：DIによる分析ほか

　⑥季節調整：一

　⑥業種分類：13業種（製造業7，非製造業6）

　⑦地域：区分なし

（1勧『中小企業の地域別景況』一商工中金調査部

　h廿p：〃w“〔v．shokocb皿kin．9ojp／index，htm1

　①調査周期（時点）：年2回（3，9月）

　②調査対象（数，規模）：一

　③調査方法：全支店（計92）を9ブロックに分

　制し，各支店からの情報をべ一スに各母后が地

　球ごとの景況を総合的に判断

　④分析方法：晴・薄日・薄曇・曇・小雨・雨の

　6段階で判断

　⑤季節調整：一

　⑥業種分類：不特定

　⑦地域：全国を9ブロックに区分（北海道，東

　北，関東・甲信越，東海，北陸，近畿，中国，

　四国，九州・沖縄）

09）『全国中小企業景気動向調査』信金中央金庫総

　合研究所35

　h革P：〃wv（v．scbrijpノ

　①調査周期（時点）：四半期（3，6，9，12月）．

　②調査対象（数，規模）：約16，000社の中小企

　業，回答14，020社（2003年12月）

　③調査方法1全国の信用金庫営業店の調査員に

34　商工中金：中小企業専門の政府系組織金融機関．

35　信金中央金庫：全国の信用金庫を会員とする協同

　組織形態の金融機関で，信用金庫の中央金融機関
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よる面接聞き取りによる感角虫調査

④分析方法：DIによる分析3冒

⑤季節調整：なし

⑥業種分類：6業種（製造業，卸売業，小売業，

サービス業，建設業，不動産業）

⑦地域：全国を！1ブロックに区分（北海道，東

北，関東，首都圏，北陸，東海i近畿，中国，

四国，北九州，南九州）

⑫①『L0B0（早期景気観測）調査』日本商工会議所帥

　http＝〃w柿j㏄i．orjp／lobo／1obo．htm1

　①調査周期（時点）：毎月

　②調査対象（数，規模）：全国402商工会議所の

　2，570業種組合等（2004年1月）3目

　③調査方法：商工会議所職員による組合への聞

　き取り調査

　④分析方法：DIによる分析

．⑤季節調整：なし

　⑥業種分類：一5業種（建設，製造，卸売，小売，

　サービス）

　⑦地域：全国を9ブロックに区分（北海道，東

　北，北陸信越，関東，東海，近畿，中国，四国，

　九州）

②1）『松山市管内景況調査』松山商工会議所早目

　http：〃www．ehime－iinet－o正jp伽m㏄i／

　①調査周期（時点）：四半期

　②調査対象（数，規模）：会員企業195社，回答

　144社（2003年9月）

．③調査方法：アンケート調査

⑳分析方法：DIによる分析

⑤季節調整：なし

⑥業種分類：5業種（製造業，卸売業，小売業，

サービス業，建設業）

⑦地域：松山市

⑳『中小企業景況調査』全国商工会連合会4．

　h叫P：〃ww．shokokai．orjp／

　①調査周期（時点）：四半期（3，6，9，12月）

　②調査対象（数，規模）：8，OOO社（2003年12月）

　③調査方法：郵送による自計記入

　④分析方法：DIによる分析

　⑤季節調整：なし

　⑥業種分類：一

　⑦地域：区分なし

㈱r中小企業景況調査（えひめ版）』愛媛県商工

　会連合会41

htΦ：〃w岬．・him・一ii・・t．・・jpノ・士・皿ノ

　①調査周期（時点）：四半期（3，6，9，！2月）

　②調査対象（数，規模）：150社，回答146社

　（2003年7－9月期）

　③調査方法：アンケート調査

　④分析方法．：DIによる分析

　⑤季節調整：なし

　⑥業種分類14業種（製造業，建設業，小売業，

　サービス業）

　⑦地域：区分なし

36　このDIは，EDORのDIと同じ．天気図が分析に
　使用される．

37　　LOB0　は，　QUIcK　　SURVEY　　OF．LOCAL
　BUSINESS　OUTLOOKの略．

38　担当者によると，企業数は約20万社，調査対象の

　入れ替わわが大きいため規模は示しにくいが，5人

　以下の小企業が中心とのことである．

39　年！回の冊子に公表される．調査担当者によると，

　2003年7－9月期より集計直後の公表を始め，．最新

　の調査（2003年9一ユ2月期）では，中小企業庁の景

　況調査の割り当て分である60社に，さらに独自に松

　山市内の200社を加えた260社を調査しているとのこ

　とである．愛媛県内の他の商工会議所による景況調

　査としては，宇和島商工会議所の景況調査結果が，

　2003年10月27日付の愛媛新聞で報じられた．

ω『小規模企業景気動向調査』全国商工会連合会

　h＃P1〃w“（〃。shokokai．01＝jpノ

　①調査周期．（時点）：毎月（月末）

　②調査対象（数，規模）：全国約300商工会の経

　営指導員（2003年12月）

　③調査方法：商工会の経営指導員に情報連絡員

　を委嘱し，地区内小規模企業の景気動向を調査

40　印刷物はない．この調査と中小企業庁の景況調査

　の関連はない．
41　A4で4ぺ一ジからなる報告書『中小企業景況調査報

　告書（えひめ版）」で公表される、
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（調査票記入）

④分析方法：DIによる分析

⑤季節調整：一

⑥業種分類：4業種ζ製造菟建設業，小売業，

サービス業）

⑦地域：区分なし

鯛『中小企業月次景況調査』全国中小企業団体中

央会4呈

帥1〃ww2。・hu・k・i．・・jp／k・iky・u．asp

①調査周期（時点）：毎月

②調査対象（数，規模）：中小企業の組合の組

合員

③調査方法：都道府県中央会の情報連絡員（中

小企業の組合役職員）による調査

④分析方法：DIによる分析4ヨ

⑤季節調整：一

⑥業種分類：19業種（製造業12，非製造業7）

⑦地域：一

㈱『愛媛県中小企業団体情報連絡員（情報連絡一

覧票）』愛媛県中小企業団体中央会

　hゆ：〃www．bp－ehime．orjp／44

①調査周期（時点）：毎月

②調査対象（数，規模）：中小企業の組合の組

合員

③調査方法：55名の調査員（組合理事長や事務

局トップ）に委嘱し，組合員の動・きを調査，調

査員がフォームに記入

④分析方法：DIによる分析

⑤季節調整：一

⑥業種分類：一

⑦地域：薬媛県

42　この調査と中小企業庁の景況調査の関連はない、

各都道府県の中小企業団体中央会による『中小企業

団体情報連絡員」を集計している．

4豊　内容は，情報連絡員が所属する組合の組合員の全

体的な景況（前年同月比）である．

44　ホームページの「経済情報」に一部分が掲載され

　る（DIはない）．この地域ごとの調査結果が集約さ

　れ，前掲の全国中小企業団体中央会による『中小企

業月次景況調査』が作成される、

⑫⑦『中小企業労働事情実態調査報告書』愛媛県中

　小企業団体中央会

　htΦ：〃www．bp－ehime．o正jp／contents佃。sa／rodo／

　index．htInl

　①調査周期（時点）：年1回（7月1日）

　②調査対象（数，規模）：愛媛県内の中小企業

　1，O00社（任意抽出），回答533社（2003年7月）

　③調査方法：郵送によるアンケート調査

　④分析方法：DIを使用せず

　⑤季節調整：一

　⑥業種分類：20業種（製造業9，非製造業11）

　⑦地域：愛媛県

㈱『同友会景況調査DOR』中小企業家同友会全

　国協議会

　h其P：〃ww．doyujp／index．ht岬1

　①調査周期（時点）：四半期（3，眉，9，12月）

　②調査方法：郵送による自計記入

　③調査対象（数，規模）：中小企業家同友会会

　員企業2，229社，回答875社（2003年12月）

　④分析方法：DIによる分析

　⑤季節調整：公表分にはなし

　⑥業種分類：4業種（建設，製造業，流通・商

　業，サービス業）

　⑦地域：全国を6ブロックに区分（北海道・東

　北，関東，北陸・中部，近畿，中国・四国，九

　州・沖縄）

㈱r愛媛大学・愛媛県中小企業家同友会景況調査

　ED0R』愛媛大学・愛媛県中小企業家同友会

　hゆ：〃www1．cpm．ehime－u．acjp／edo正／

　①調査周期（時点）：四半期（3，6，9，12月）

　②調査方法：郵送による自計記入

　③調査対象（数，規模）：愛媛県中小企業家同

　友会会員企業約260吐回答188社（2003年12月）

　④分析方法：DIによる分析蛎

　⑤季節調整：なし

　⑥業種分類：4業種（建設，製造業，流通・商

　業，サービス業）

　⑦地域：愛媛県
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［愛媛経済論集　第23巻，第2号，2004コ

。①『景気定点観測アンケート調査』経済同友会

　ht‡P：〃ww．doyukai．orjp／

　①調査周期（時点）：四半期（3，6，9，12月）

．②調査対象（数，規模）：経済同友会会員およ

　び各地経済同友会代表幹事計796名，回答331名

　（2003年！2月）

　③調査方法：一

　④分析方法：DIを使用せず

　⑤季節調整：一

　⑥業種分類：2業種（製造業，非製造業）蝸

⑦地域：区分なし

制）「TDB景気動向調査』帝国データバンク産業

　調査部

　h岬：〃www．tdb－di－com／index．htm

　①調査周期（時点）：毎月

　②調査対象（数，規模）：21，680社，有効回答1

　1，440社（大企業2，856，中小企業8，584，四国地

　域からは359社）（2003年12月）

　③調査方法：インターネットを利用したW曲・

　調査

　④分析方法：DIによる分析”

　⑤季節調整：なし

　⑥業種分類：ユ0業界51業種

　⑦地域：全国を9ブロックに区分（北海道，東

　北，関東，北陸，東海，近畿，中国，四国，九

　州）

45　「売上高」，「採算（経常利益）」，「採算水準」，「業

　況判断」について質問し，それぞれのDIを求める．

　　売上高Dド「増加」と答えた企業の割合％一「減

　少」と答えた企業の割合％

　　採算（経常利益）Dド「好転」と答えた企業の割

　合％一「悪化」と答えた企業の割合％

　　採算水準DI＝「黒字」「やや黒字」と答えた企業

　の割合％一「やや赤字」「赤字」と答えた企業の

　割合％

　　業況判断Dト「好転」と答えた企業の割合％一

　「悪化」と答えた企業の割合％

46　報告のある部分では製造業が3業種に，非製造業が

　1ユ業種に分類されるが，サンープル数が少なく，実質

　上，2業種分類である．

47　このDIは，ED0RのDIと異なり，調査先企業に
　よる7段階の判断を点数化し算出される．

働『愛媛県内企業業況見通し調査』いよぎん地域

　経済研究センター．4日

　h廿p：〃irc．iyobank．cojpノ

　①調査周期（時点）：年2回

　②調査対象（数，規模）：翠媛県内に事務所を

　おく法人企業773社，有効回答357社（2003年12

　月）蛆

　③調査方法：郵送による自計記入

　④分析方法：主にBSI（Business　S㎜vey　Index）

　による分析5。

　⑤季節調整：一

　⑥業種分類：ユ8業種（製造業王4，非製造業17）

　⑦地域：愛媛県

㈱『愛媛県内企業動向調査』愛媛銀行5’

　htφ：〃www．hirnegin．coJp／

　①調査周期（時点）：年2回（年度下期4月，

　年度上期10月）

　②調査対象（数，規模）：愛媛県内に事務所を

　置く資本金300万円以上の法人企業755社，有効

　回答402社（2003年10月）朋

　③調査方法：郵送による自書十記入

　④分析方法：DIによる分析53

　⑤季節調整：一

　⑥業種分類：18業種（生産部門ユ2，流通部門6）

　⑦地域：愛媛県

48．調査結果は，『IRC調査月報』（月刊）に公表され

　る．同誌には，この他に「愛媛県経済・産業の動き」，

　「地方経済の動向」などが掲載される．後者にはDI

　が使用されるが，EDORのDIとは計算方法が異なり・

　全国地方銀行協会によるものである．

　　DI＝（「好転」×1．O＋「不変」×O．5＋「悪化」

　　　　×O．O）÷回答銀行数×100
49　県内企業の調査対象数や業種分類は多いが，規模

　が不明である．

50　このBSIは，EDORのDIとは算出方法が異なる・

　　業況判断BSI＝（「良い」の割合一「悪い」の

　　　　　　　　　割合）÷2
51調査結果は，『調査情報』（月刊）およびホームヘ’
　ジに公表される．同誌には他に「最近の愛媛県内景

　気」，「主要経済指標」が掲載される．
52　県内企業の調査対象数や業種分類は多いが，規模

　内訳が不明である1

53　このDIは，EDORのDIと同じ．
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「我が国と愛媛における景況調査実施状況」

以上の他にも，都市銀行，民間シンクタンク，

マスコミ等によって景況調査が実施されているが，

我々の関心とあまり関連のないもの，あるいは，

関連があっても情報が集まらなかったものは取り

上げなかった、

3．景況調査の特徴

　既存の景況調査を整理する中で見えたきた調査

実施状況の特徴をまとめておく．

①日本では景気動向への関心の強さから実に多

くの景況調査が実施されている．愛媛県内企業を

対象とするものだけをみても，公的機関，経済団

体，民間シンクタンク等によりさまざまな調査が

行われている．

②調査結果のホームページでの公表が進み，そ

れが公表形態の主流になってきている．公開や利

用が容易なのが理由であるが，我々のEDORも，

この形態を積極的に利用していく予定である．

③それでも，調査内容から調査結果まで誰もが

利用できる形で公表されているものは少ない．調

査方法が一般に公開されているのは，全国規模で

実施される公的な調査に限られる、民間の調査に

あっては，調査方法を詳細に公開していることは

まれで，調査結果も組織の内部あるいは会員等へ

の配布に留まっているケースが多い．

④中小企業を対象とした景況調査で，誰もが利

用可能なものであるためには，中小企業が，一定

数以上，相当期間に渡り定期的に調査され，その

企業規模や業種が明示され，調査方法（調査票や

設問）が公開され，調査柿果が利用しやすい形で

公表されていることが最低限の条件になる．愛媛

県内中小企業を対象とする景況調査に関しては，

現在までのところ，これらの条件を満たす景況調

査は存在しない．

　⑤とはいえ，愛媛県内では，すでに複数の景況

調査が実施されているのであり，これらの調査結

果のより有効な利用を検討する必要がある．

4．むすび

　今回，愛媛県内で実施される景況調査を調べて

いく中で，一般に公表されてはいないが，利用可

能な県内景況調査が複数存在することが確認でき

た．今後は，こうしたデータを利用して，①各景

況調査の比較分析や②県内中小企業の景況分析を

試みることを予定している．また，そうした研究

を，③EDORの改良や，さらには④地域における

望ましい景況統計の立案などにつなげていくこと

も考えられる．

　愛媛大学総合地域政策研究会と愛媛県中小企業

家同友会が共同で始めたED0Rは，2004年1月

に第3回目の調査結果発表も済み，どうにか軌道

に乗りつつある．このEDORが愛媛県における

景況調査として定着していくよう，我々はED0R

を根気強く継続していく予定である．最後に，筆

者の問い合わせに対し，各機関の調査担当者から

はみな丁寧に応対していただいた．この場を借り

て深く感謝をしたい．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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